
  （財）財務会計基準機構会員    

平成 20年 3月期    決算短信 

平成 20 年 4 月 25 日 

 

上 場 会 社 名        京王電鉄株式会社 上場取引所        東証一部 

コ ー ド 番 号        ９００８ ＵＲＬ  http://www.keio.co.jp 

代  表  者 取締役社長 加藤 奐 
問合せ先責任者 総合企画本部経理部経理担当課長 久保 朝陽 TEL(042)337-3135 
定時株主総会開催予定日 平成 20 年 6月 27 日  配当支払開始予定日 平成 20 年 6月 30 日 

有価証券報告書提出予定日 平成 20 年 6月 27 日 
 

(百万円未満切捨て表示) 

１．20 年 3 月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(1)連結経営成績 (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％ 百万円      ％

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

429,190     △0.2 
430,197     △1.8 

41,941     △0.8 
42,298       5.9 

38,872       5.6 
36,795       1.2 

18,129    △15.8 
21,539       8.4 

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益        
自己資本       

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

29.36 
34.87 

― 
― 

7.4 
8.9 

5.9 
5.8 

9.8 
9.8 

(参考)  持分法投資損益 20 年 3 月期 95 百万円   19 年 3 月期  95 百万円 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

660,161 
648,161 

244,185 
246,629 

37.0 
38.1 

395.41 
399.31 

(参考) 自己資本  20 年 3 月期 244,185 百万円  19 年 3 月期 246,629 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

56,881 
49,086 

△59,428 
△46,110 

17,194 
1,733 

58,167 
43,516 

 
２．配当の状況 

 1 株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
（連 結） 

純資産配当率
（連 結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19 年 3 月期 
20 年 3 月期 

3.00 
3.00 

3.00 
3.00 

6.00 
6.00 

3,706 
3,705 

17.2 
20.4 

1.5 
1.5 

21 年 3 月期 
（予想） 3.00 3.00 6.00  22.9  

  

３．21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1日～平成 21 年 3 月 31 日） 

(％表示は、通期は対前期、第 2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 

 
売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり

当期純利益

  百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円      ％  円 銭

第2四半期連結累計期間 
通   期 

208,200 △0.1 
428,000 △0.3 

18,200 △23.0 
33,600 △19.9 

16,700 △25.5 
29,800 △23.3 

 9,800 △28.7 
16,200 △10.6 

15.87 
26.23 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子

 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変

項に記載されるもの） 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更   有 

  ② ①以外の変更          無 

   (注)詳細は、25 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

  ① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  20 年 3 月期 64

  ② 期末自己株式数            20 年 3 月期  2

   (注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数に

さい。 

 
（参考）個別業績の概要 
 １．20 年 3 月期の個別業績（平成 19 年 4 月 1日～平成

  (1)個別経営成績 

 売 上 高     営業利益 

 百万円     ％ 百万円     ％

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

119,463   △1.2 
120,931     3.5 

30,472     0.7
30,270     3.0

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益        

  円 銭  円 銭

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

18.67 
23.75 

―
―

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産 

 百万円 百万

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

563,269 
542,679 

180,623 
189,140 

(参考) 自己資本  20 年 3 月期 180,623 百万円  19 年 3 月期

 
２．21 年 3 月期の個別業績予想（平成 20 年 4 月 1日～平

(％表示は、通期は対

 
売 上 高     営業利益 

  百万円     ％ 百万円     ％

第2四半期累計期間 
通   期 

60,122   0.2 
119,903  0.4 

14,641 △18.0 
25,001 △18.0 

1
1

 
 
 
※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想については、本資料の発表日現在の将来に関する

す。実際の業績は、様々な要因により記載の予想数値と異

に関する事項は、添付資料の 9・11 ページをご参照下さい

時株主総会の決議に基づく自己の株式の取得（平成 20 年

を予定しているため、保有状況の変動が予想されますが、

は平成 20年 3 月 31 日の株式数を基に算出しております。

時株主総会決議に基づく自己の株式の取得に関するお知ら

い。 
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会社の異動）  無 

更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

重要な事項」をご覧ください。 

2,754,152 株  19 年 3 月期 642,754,152 株 

5,203,160 株  19 年 3 月期  25,118,036 株 

ついては、34 ページ「１株当たり情報」をご覧くだ

20 年 3 月 31 日） 

(％表示は対前期増減率) 

経常利益 当期純利益 

百万円     ％ 百万円       ％

 
 
26,250     9.7 
23,919   △4.2 

11,531   △21.4 
14,671     10.3 

 
 

自己資本比率 １株当たり純資産 

円 ％  円 銭    

32.1 
34.9 

292.48 
306.23 

 189,140 百万円 

成 21 年 3 月 31 日） 

前期、第 2四半期累計期間は対前年同四半期増減率) 

経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 
百万円     ％ 百万円      ％  円 銭

2,605 △21.7 
9,861 △24.3 

7,490 △28.2 
10,770  △6.6 

12.13 
17.44 

前提・見通しに基づく予測が含まれておりま

なる可能性があります。なお、上記業績予想

。また、平成 19 年 6月 28 日開催の第 86 期定

4月 28 日から 6月 6日までの間（約定基準））

1 株当たり当期純利益の予想にあたりまして

詳細につきましては、本日発表の「第 86 期定

せ」および重要な後発事象の項をご参照下さ
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経 営 成 績 

Ⅰ．経営成績に関する分析 
１．当期の経営成績 
（１） 当期の業績全般 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

 前 期 当 期 増 減 額 増 減 率 

    %

連 結 営 業 収 益  430,197  429,190 △   1,007 △ 0.2 

連 結 営 業 利 益  42,298  41,941 △   357 △ 0.8 

連 結 経 常 利 益  36,795  38,872 2,076  5.6 

連 結 当 期 純 利 益  21,539  18,129 △ 3,410 △ 15.8 

連結ＥＢＩＴＤＡ  71,390  72,381 991  1.4 

(注) 連結ＥＢＩＴＤＡは、連結営業利益 ＋ 減価償却費により算出しております。 

 

当社グループでは、経営の基本方針（18 ページ）に基づき、当社を中心に各事業セグメントに

おいて着実かつ効率的な事業活動を展開するとともに、中長期的な視点に立った設備投資を積極

的に行っております。これらの結果、当期の経営成績は以下のとおりとなりました。 
 

連結営業収益は運輸業、流通業などで増収となったものの、不動産業などの減収によりほぼ前

期並みの 4,291 億 9 千万円(前期比 0.2％減)、連結営業利益は 419 億 4 千 1百万円(前期比 0.8％

減)となりました。連結経常利益は前期に社債償還損の計上があったことなどにより 388 億 7 千 2

百万円(前期比 5.6％増)となりましたが、連結当期純利益は減損損失の増加などにより 181 億 2

千 9百万円(前期比 15.8％減)となりました。また、連結ＥＢＩＴＤＡは減価償却費が 13 億 4 千 8

百万円増加したことから 723 億 8 千 1百万円(前期比 1.4%増)となりました。 

 

 

（２）当期の事業セグメント別の概況 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

営 業 収 益 営 業 利 益 
        

前 期 当 期 増 減 率 前 期 当 期 増 減 率

  %  %

運 輸 業 130,097  132,453 1.8 19,760  19,513 △ 1.3 

流 通 業 188,240  190,141 1.0 6,007  7,044  17.3 

不 動 産 業 27,201  23,745 △ 12.7 9,690  9,013 △ 7.0 

レジャー･サービス業 73,718  73,835 0.2 4,595  4,650  1.2 

そ の 他 57,933  55,451 △ 4.3 3,257  2,691 △ 17.4 

 計   477,191  475,627 △ 0.3 43,312  42,913 △ 0.9 

連 結 修 正 △ 46,994 △ 46,437 － △ 1,013 △ 972  － 

連 結 430,197  429,190 △ 0.2 42,298  41,941 △ 0.8 
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（ 運 輸 業 ） 

①業績 

鉄道事業の輸送人員は、沿線で大規模マンションの建設が進捗したことや、共通ＩＣカード

乗車券の導入にともなう集計方法変更の影響があったことなどにより、前期比 3.1%増(うち、

定期 2.0%増、定期外 4.6%増)となり、旅客運輸収入も 2.3%増となりました。また、バス事業

でも増収となったことにより、営業収益は 1,324 億 5 千 3 百万円(前期比 1.8%増)となりまし

た。営業利益は、減価償却費などの費用の増により、195 億 1 千 3百万円(前期比 1.3%減)とな

りました。 

 (単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

事  業  区  分 前 期 当 期 増 減 率 

   %

鉄 道 事 業 81,238 82,902 2.0 

バ ス 事 業 28,141 28,610 1.7 

タ ク シ ー 業 14,604 14,665 0.4 

そ の 他 3,101 3,156 1.8 

外部顧客に対する営業収益 127,086 129,334 1.8 

セ グ メ ン ト 間 取 引 3,011 3,118 － 

営 業 収 益 130,097 132,453 1.8 

営 業 利 益 19,760 19,513 △      1.3 

 
 

[鉄道事業輸送人員と旅客運輸収入] 
 前 期 当 期 増 減 率

    %

定  期 千 人 355,858 363,097 2.0 

定期外  〃   257,362 269,291 4.6 
 輸 送 人 員  

 計    〃   613,220 632,388 3.1 

定  期 百万円 33,170 33,786 1.9 

定期外  〃   44,995 46,166 2.6  旅 客 運 輸 収 入  

 計    〃   78,165 79,953 2.3 

 

②営業概況 

鉄道事業では、調布駅付近連続立体交差事業について、調布駅の仮橋上駅舎化に着手したほ

か、布田駅・調布駅で線路下の掘削を開始いたしました。また、トンネルを構築するための準

備として、トンネル掘削機（シールドマシン）の組立てを完了いたしました。自動列車制御装

置（ＡＴＣ）の導入については、信号ケーブルの敷設や車両の改造を行うなど、工事に本格着

手いたしました。このほか、日中に営業列車と同じ速度で走行しながら架線と軌道を同時に検

測できる総合高速検測車を京王線に導入し、本年４月から稼働を開始いたしました。災害対策

については、新宿駅と幡ヶ谷駅で引き続き地下駅火災対策工事を進めたほか、耐震性向上策と

 - 4 -



  京王電鉄株式会社（9008） 平成 20 年 3月期決算短信 

して、吉祥寺駅の高架橋改築工事に着手いたしました。また、実際の現場と同様の設備を備え

た鉄道教習所において新たな教育訓練を実施するとともに、不安全行動を発見した場合に互い

に声を掛け合う「一声運動」を展開するなど、引き続き運輸安全マネジメントを推進いたしま

した。バリアフリー化およびサービス向上策については、西永福駅で北側出入口を新設すると

ともに駅南北を行き来できる自由通路やエレベーター・エスカレーターを備えた橋上駅舎化工

事を完了したほか、桜上水駅でも引き続き工事を進めました。このほか、長沼駅などでエレベ

ーターを設置するとともに、京王永山駅にエスカレーターを増設いたしました。車両について

は、9000 系車両を 30 両新造するとともに、既存の 7000 系車両を 28 両改造し、バリアフリー

化や省エネルギー化を進めました。このほか、案内専任係員「サービススタッフ」を新たに渋

谷駅に配置するとともに、新宿駅で増員いたしました。営業面では、「高尾線開業 40 周年記念

イベント」を開催したほか、毎年ご好評をいただいている「高尾山の冬そばキャンペーン」を

展開するなど、お客様の誘致に努めました。また、共通ＩＣカード乗車券「ＰＡＳＭＯ」につ

いては、定期券の他社線との連絡発売範囲を拡大するなど、利便性向上をはかりました。なお、

「ＰＡＳＭＯ」ご利用のお客様が順調に増加したことから、「パスネット」の発売および自動

改札機での取扱いを終了いたしました。 

バス事業では、路線バスにおいて、「ＰＡＳＭＯ」の利用可能エリアを順次拡大し、京王線・

井の頭線沿線全エリアでの導入を完了いたしました。また、ノンステップバス 62 両を導入し、

この結果、路線バス全車両の 98％がバリアフリー対応となりました。高速バスでは、静岡線

（新宿・渋谷～静岡・東静岡）および成田八王子線（京王八王子～成田空港）の運行を開始い

たしました。また、高速バス予約システム「ハイウェイバスドットコム」のリニューアルを行

い、インターネット上で 24 時間、乗車券をクレジットカード決済で購入することができるサ

ービスを、中央高速バスで開始いたしました。 

 
 
 

（ 流 通 業 ） 

①業績 

百貨店業では店頭売上が堅調であったものの、外商部門が前期を下回ったことにより減収と

なりました。一方で、ストア業、書籍販売業などにおける新店の開業や前期に開業した店舗の

通期稼働などが寄与し、営業収益は 1,901 億 4 千 1 百万円(前期比 1.0%増)、営業利益は 70 億

4 千 4百万円(前期比 17.3%増)となりました。 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

事  業  区  分 前 期 当 期 増 減 率 

    %

百 貨 店 業 111,628 110,620 △ 0.9 

ス ト ア 業 39,761 40,865  2.8 

書 籍 販 売 業 11,191 11,816  5.6 

駅 売 店 業 9,657 9,733  0.8 

そ の 他 13,472 14,402  6.9 

外部顧客に対する営業収益 185,712 187,438  0.9 

セ グ メ ン ト 間 取 引 2,528 2,703  － 

営 業 収 益 188,240 190,141  1.0 

営 業 利 益 6,007 7,044  17.3 
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②営業概況 

百貨店業では、「京王百貨店」新宿店において、収益力の強化のため、中地階食品フロア、

６階家庭・文化用品フロアおよび５階紳士服・スポーツ用品フロアを改装いたしました。これ

により、平成 15 年度から取り組んできた、レストランフロアを除く全館改装が完了いたしま

した。 

ストア業では、ＪＲ東中野駅東口の商業施設「ユニゾンモール」内に、上質な食材を豊富に

取りそろえた「キッチンコート」東中野店をオープンいたしました。 

書籍販売業では、「啓文堂書店」明大前店および南大沢店をオープンしたほか、沿線外でも

小田急相模原店をオープンし、店舗網の拡大をはかりました。 

駅売店業では、コンビニエンスストア「Ｋ－Ｓｈｏｐ」南大沢店をオープンしたほか、有名

菓子店が月替わりで出店する「スイーツモード」仙川店および南大沢店をオープンいたしまし

た。 

また、駅の小さなスペースでも出店可能なベーカリー「ブレグラス」を明大前駅および吉祥

寺駅のホームにオープンし、さらに、「ベーカリー ルパ」南大沢店、「フラワーショップ京王」

明大前店をオープンいたしました。このほか、「京王聖蹟桜ヶ丘ショッピングセンター」では、

「京王駐車場」の設備を改修し、お客様の利便性向上をはかりました。「京王パスポートカー

ド」では、当社グループの電車・バスでの「ＰＡＳＭＯ」のご利用と「京王パスポートカード」

の加盟店でのご利用でポイントがたまる「乗りものポイント」サービスや、「ＰＡＳＭＯオー

トチャージサービス」会員獲得キャンペーンを実施した結果、９月末において会員数が 100

万人を突破いたしました。 

なお、「ＰＡＳＭＯ電子マネー」について、京王線・井の頭線主要駅を中心とした駅構内や

駅周辺の当社グループ店舗・飲料自動販売機など（一部、レジャー・サービス業の店舗も含む）

で、サービスの提供を開始したほか、渋谷区内の笹塚・西原・幡ヶ谷地区商店街の一部店舗を

加盟店とするなど、沿線での加盟店拡大に努めました。 

 

 

 

（ 不 動 産 業 ） 

①業績 

不動産賃貸業では新規物件の稼働などにより増収となったものの、不動産販売業で前期に大

型物件の販売があったことなどにより減収となりました。これらにより、営業収益は 237 億 4

千 5百万円(前期比 12.7%減)、営業利益は 90 億 1 千 3百万円(前期比 7.0%減)となりました。 

 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示) 
事  業  区  分 前 期 当 期 増 減 率 

    %

不 動 産 賃 貸 業 15,455 16,850  9.0 

不 動 産 販 売 業 8,485 3,303 △ 61.1 

そ の 他 1,294 1,508  16.6 

外部顧客に対する営業収益 25,235 21,662 △ 14.2 

セ グ メ ン ト 間 取 引 1,965 2,082  － 

営 業 収 益 27,201 23,745 △ 12.7 

営 業 利 益 9,690 9,013 △ 7.0 
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②営業概況 

不動産賃貸業では、商業施設「フレンテ」を明大前駅および南大沢駅にオープンしたほか、

ＪＲ東中野駅東口の商業施設「ユニゾンモール」の一部について、サブリースを開始いたしま

した。また、「京王元本郷老人ホーム」および子育て支援マンション「京王アンフィール高幡」

が完成し、賃貸を開始したほか、デザイナーズマンション「Ｈｉ－ＲＯＯＭＳ明大前」の建設

を進めるなど、引き続き賃貸資産の拡充に努めました。 

不動産販売業では、八王子みなみ野シティおよび多摩境で新築戸建住宅「京王四季の街」を

販売いたしました。 

 

 

 

（ レジャー・サービス業 ） 

①業績 

広告代理業で前期に大型受注があり減収となったものの、ホテル業における増収などにより

営業収益は 738 億 3 千 5百万円(前期比 0.2％増)、営業利益は 46 億 5 千万円(前期比 1.2％増)

となりました。 

 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

事  業  区  分 前 期 当 期 増 減 率 

    %

ホ テ ル 業 37,163 37,292  0.3 

旅 行 業 18,706 18,641 △ 0.3 

広 告 代 理 業 5,875 5,805 △ 1.2 

そ の 他 6,349 6,676  5.1 

外部顧客に対する営業収益 68,095 68,415  0.5 

セ グ メ ン ト 間 取 引 5,622 5,420  － 

営 業 収 益 73,718 73,835  0.2 

営 業 利 益 4,595 4,650  1.2 

 

②営業概況  

ホテル業では、「京王プラザホテル（新宿）」において、本館 38 階・39 階の客室を改装し、

上質感を追求した客室「プラザプレミア」としたほか、本館 27 階から 29 階についても客室改

装を実施いたしました。また、「京王プラザホテル札幌」では、料飲施設を改装し、ブッフェ

レストラン「グラスシーズンズ」をはじめ３店舗をオープンするなど、収益力の強化をはかり

ました。「京王プレッソイン」については、引き続き３店舗の建替え工事を進め、３月に茅場

町をオープンしたほか、本年５月には五反田をオープンするはこびとなりました。また、池袋

については、平成 21 年春にオープンする予定となっております。 

広告代理業では、「有楽町イトシア」において建物内外の案内表示サインの施工を受注する

など、当社グループ外への営業強化に努めました。 

このほか、「カレーショップＣ＆Ｃ」を明大前駅ホームに、「京王観光」を「フレンテ南大沢」

内に、それぞれオープンいたしました。 
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（ その他 ） 

①業績 

建築・土木業で完成工事が減少したほか、車両整備業で大型契約が終了したことなどにより、

営業収益は554億5千1百万円(前期比4.3％減)、営業利益は26億9千1百万円(前期比17.4％

減)となりました。 

 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

事  業  区  分 前 期 当 期 増 減 率 

    %

ビ ル 総 合 管 理 業 8,666 8,775  1.3 

車 両 整 備 業 6,453 5,761 △ 10.7 

建 築 ・ 土 木 業 8,171 7,015 △ 14.2 

そ の 他 776 787  1.4 

外部顧客に対する営業収益 24,068 22,339 △ 7.2 

セ グ メ ン ト 間 取 引 33,865 33,112  － 

営 業 収 益 57,933 55,451 △ 4.3 

営 業 利 益 3,257 2,691 △ 17.4 

 

②営業概況 

ビル総合管理業では、「稲城市（仮称）新文化センター整備運営事業」のＰＦＩ事業者とし

て選定されたほか、多摩モノレールの全 19 駅について駅設備保守業務等を受託いたしました。 

建築・土木業では、土地活用のための新たな賃貸マンション商品「リプラ」を発売いたしま

した。 

また、子育て支援事業を営む㈱京王子育てサポートを設立し、保育施設開設の準備を進め、

東京都認証保育所として３月に「京王キッズプラッツ多摩川」を、本年４月には子育て支援マ

ンション「京王アンフィール高幡」内に「京王キッズプラッツ高幡」を、それぞれ開設いたし

ました。 
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２．次期の見通し 
 

                                    (単位：億円、億円未満切捨て表示)

 平成 20 年３月期(実績) 平成 21 年３月期(予想) 増 減 率 

    %

連 結 営 業 収 益 4,291 4,280 △ 0.3 

連 結 営 業 利 益 419 336 △ 19.9 

連 結 経 常 利 益 388 298 △ 23.3 

連 結 当 期 純 利 益 181 162 △ 10.6 

連 結 Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ 723 671 △ 7.2 

(注) 連結ＥＢＩＴＤＡは、連結営業利益 ＋ 減価償却費により算出しております。 

 
                              (単位：億円、億円未満切捨て表示)

営 業 収 益 営 業 利 益 
 

金   額 対 前 期 増 減 率 金   額 対 前 期 増 減 率

   %    %

運 輸 業  1,319 △ 0.4 139 △ 28.8 

流 通 業  1,886 △ 0.8 62 △ 12.0 

不 動 産 業  242 1.9 89 △ 1.3 

レジャー･サービス業  748 1.3 36 △ 22.6 

そ の 他  561 1.2 16 △ 40.6 

計  4,759 0.1 345 △ 19.6 

連 結 修 正 △ 479 － △ 8  － 

連 結  4,280 △ 0.3 336 △   19.9 

 

次期の連結営業収益は 4,280 億円（前期比 0.3%減）を見込んでおります。事業セグメント

別に見ますと、運輸業は、鉄道事業における共通ＩＣカード乗車券導入の反動減などにより、

1,319 億円（前期比 0.4%減）、流通業は、駅売店業での減収などにより 1,886 億円（前期比 0.8%

減）、不動産業は、新規賃貸物件の通期稼働などにより、242 億円（前期比 1.9%増）、レジャー・

サービス業は、ホテル業での新規店舗の開業などにより 748 億円（前期比 1.3%増）、その他は、

建築･土木業での受注増などにより、561 億円（前期比 1.2%増）をそれぞれ見込んでおります。 

利益面では、運輸業において鉄道事業の設備投資増にともない減価償却費が増加することな

どから連結営業利益は 336 億円（前期比 19.9%減）、連結経常利益は 298 億円（前期比 23.3%

減）、連結当期純利益は 162 億円（前期比 10.6%減）を見込んでおります。また、連結ＥＢＩ

ＴＤＡは 671 億円（前期比 7.2%減）を見込んでおります。 
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Ⅱ．財政状態に関する分析 

１．当期の財政状態 
（１）総資産、負債及び純資産の状況 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

 前 期 当 期 増 減 額 

総 資 産 648,161 660,161 12,000 

 負   債 401,531 415,976 14,444 

  純   資   産 246,629 244,185 △ 2,443 

負 債 及 び 純 資 産 648,161 660,161 12,000 

 

総資産は、投資有価証券の時価評価による減がありましたが、鉄道事業における設備投資の

進捗による有形固定資産の増などにより120億円増加し、6,601億 6千1百万円となりました。 

負債は、第 25 回･第 26 回無担保社債の発行などにより 144 億 4 千 4百万円増加し、4,159 億

7 千 6 百万円となりました。 

純資産は、当期純利益の計上による利益剰余金の増がありましたが、その他有価証券評価差

額金の減などにより 24 億 4 千 3百万円減少し、2,441 億 8 千 5 百万円となりました。 

 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

(単位：百万円、百万円未満切捨て表示)

 前 期 当 期 増 減 額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 49,086 56,881 7,794 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 46,110 △ 59,428 △ 13,318 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,733 17,194  15,461 

換 算 差 額 4 3 △ 0 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 4,713 14,650  9,937 

現金及び現金同等物の期末残高 43,516 58,167  14,650 

有 利 子 負 債 の 期 末 残 高 222,531 244,254  21,722 

(注) 有利子負債は、借入金 ＋ 社債 ＋ 鉄道・運輸機構未払金により算出しております。 

 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、法人税等の支払額の減や減損損失の増な

どにより 77 億 9 千 4百万円増加し、568 億 8 千 1百万円となりました。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の増などによ

り 133 億 1 千 8百万円増加し、594 億 2 千 8百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行などにより 154 億 6 千 1 百万円増加し、

171 億 9 千 4百万円の資金流入となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、581 億 6 千 7百万円となりました。 

また、有利子負債の当期末残高は、217 億 2 千 2 百万円増加し、2,442 億 5 千 4 百万円とな

りました。 
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（３）キャッシュ・フロー関連指標の推移 
 

 

 
平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 平成 19 年３月期 平成 20 年３月期

自 己 資 本 比 率 35.0 % 37.7 %  38.1 % 37.0 % 

時 価 ベ ー ス の 

自 己 資 本 比 率 
69.1 %  76.1 %   78.0 %  51.9 % 

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率 
3.3 年 3.2 年 3.1 年  3.4 年 

イ ン タ レ ス ト 

･カバレッジ･レシオ 
7.5 倍 8.3 倍 8.0 倍 8.8 倍 

 
（注）１．各指標の算出方法は以下のとおりです。 

・自己資本比率 ＝ 純資産 ÷ 総資産 

・時価ベースの自己資本比率 ＝ 株式時価総額 ÷ 総資産 

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ＝ 有利子負債 ÷ ＥＢＩＴＤＡ 

・インタレスト･カバレッジ・レシオ ＝（営業利益＋受取利息＋受取配当金）÷ 支払利息 

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
３．株式時価総額は、期末終値 × 期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
４．有利子負債は、借入金＋社債＋鉄道・運輸機構未払金により算出しております。 
５．ＥＢＩＴＤＡは、営業利益＋減価償却費により算出しております。 

 

 

 

２．次期の見通し 
営業活動によって得られるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の減や、法人税

等の支払額の増などにより、前期を下回ると見込んでおります。 

投資活動に使用されるキャッシュ・フローは、引き続き鉄道事業の設備投資を積極的に行う

ことなどにより、前期を上回ると見込んでおります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、設備投資に要する資金の調達の増により、資金流入

を見込んでおります。 

これらにより、現金及び現金同等物の期末残高は 230 億円程度を見込み、また、有利子負債

の期末残高は前期末に比べ 150 億円程度の増加を見込んでおります。 
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Ⅲ．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 
当社は安定した配当を継続していくとともに、将来の事業展開と経営環境の変化に備えた経営

基盤の強化に必要な内部留保を充実させながら、業績等を勘案し、株主の皆様への利益還元をは

かっていくことを基本方針としております。 

この方針のもと、当期の期末配当金は、前期に引き続き１株につき３円（中間配当金と合わせ

て年間６円）を予定しております。今後も長期にわたり、安定した配当を継続していくことを目

指してまいります。 

内部留保資金については、鉄道事業の災害発生時の迅速な復旧なども視野に入れた安全対策の

充実や、京王線笹塚駅以西における鉄道立体化推進のほか、競争力の強化をはじめとしたグルー

プの成長のための事業投資を行うなど、長期的な株主利益の観点から使途を検討してまいります。 
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Ⅳ．事業等のリスク 
 

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

当社グループは、これらのリスクを認識した上で、事態の発生の回避に努め、発生した場合には

事業への影響を最小限にとどめるべく対策を講じる所存です。なお、文中の将来に関する事項は、

決算発表日(平成20年４月25日)現在において入手可能な情報に基づき、当社グループが判断した

ものです。 

 

 

（１）自然災害・事故等 

当社グループは、鉄道事業をはじめとする各事業で、多くの施設やコンピューターシステム

などの設備を保有しております。地震、台風等の自然災害、テロ等不法行為による災害、人為

的要因を含む機器の誤作動などによるトラブルや事故、踏切などにおける第三者に起因する事

故が発生した場合、当社グループの事業運営に支障をきたし、施設等の復旧費用が発生するな

ど、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 
 

（２）少子高齢化の進行 

当社グループは、鉄道事業を中心に、当社沿線を主たるマーケットとして事業を展開してお

ります。少子高齢化、特に当社沿線である多摩地区の高齢化の進行により、安全対策、バリア

フリー化などの設備投資の増加が見込まれるほか、将来的な人口の減少により、当社グループ

の鉄道、バス、タクシー等に対する旅客輸送需要を減退させ、当社グループの業績および財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

（３）法的規制 

鉄道運送事業者の旅客運賃等については、鉄道事業法第16条により、能率的な経営の下にお

ける適正な原価に適正な利潤を加えたもの(総括原価)を超えないことを、国土交通大臣が審査

して認可することとなっております。この規制により、当社の事業活動が制限され、当社の業

績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、鉄道事業以外でも、当社グループが展開する各事業については、様々な法令・規則等

による規制を受けており、これらの規制に重大な変更があった場合、当社グループの事業活動

が制限されるほか、法令・規則等を遵守するための費用が発生するなど、当社グループの業績

および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 
（４）保有する不動産の老朽化等 

当社グループは、多くの不動産(施設・設備等を含む)を保有しております。当社グループで

は、法令遵守はもとより、周辺への影響等環境問題に十分留意しておりますが、当該不動産の

老朽化や、環境規制の強化が進んだ場合、改善のために多額の費用が発生することなどにより、

当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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（５）石綿(アスベスト)の使用 

当社グループは、多くの施設・設備等を保有しております。これらの施設・設備等における

アスベストの使用状況については、国のアスベスト対策指示等に従って調査を行うとともに、

適切に対応しておりますが、危険除去作業等のため、当該施設・設備等が一時的に使用できな

くなることや、多額の費用が発生することなどにより、当社グループの業績および財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

（６）食品の安全性 

当社グループは、流通業などで食品の販売等を行っております。当社グループでは、食品の

安全性確保に十分留意しておりますが、当社グループ固有の品質問題のみならず、社会全般に

わたる一般的な品質問題などが発生した場合、損害賠償等による費用が発生するほか、風評等

により売上が減少することなどにより、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

   

 

（７）個人情報管理 

当社グループは、クレジットカード業などで顧客情報等の個人情報を保有しております。当

社グループでは、「京王グループ個人情報保護方針」を公表するとともに、「京王グループ個人

情報管理体制」を構築し、個人情報の適正な管理に努めております。しかしながら、個人情報

の持ち出しやデータの置き忘れなどの人為的要因ならびにシステム設計不備などの技術的要因

により、個人情報が流出した場合、損害賠償等による費用が発生するほか、当社グループの信

用の低下等により、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
 
 
（８）情報開示 

当社グループは、事故等が発生した場合、早期の復旧に対応するとともに迅速かつ正確な情

報開示に努めておりますが、初動体制の遅れによる不適切な情報開示などがあった場合、当社

グループの信用の低下等により、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 
   

 

（９）市場金利の変動および当社格付の低下 

当社グループの有利子負債残高の大半は固定金利で調達した長期借入金、社債の長期資金で

あるため、市場金利の変動による影響は限定的であると考えております。 

また、当社は日本の格付機関よりＡＡの格付を取得しておりますが、この格付は合理的な説

明が付されていない有利子負債の増加などにより、絶えず見直される可能性を有しているため、

慎重な対応が必要となっております。格付の引下げが行われた場合、資金調達コストが上昇し、

当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

なお、上記は当社グループの事業その他に関し、予想される主なリスクを具体的に示したもの

であり、ここに記載されたものが当社グループのすべてのリスクではありません。 
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Ⅴ．重要な会計方針および見積り 
 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に

基づき作成されております。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債お

よび収益・費用の報告金額ならびに開示に影響を与える見積りを必要とします。これらの見積り

については、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性がある

ため、実際の結果と異なる場合があります。重要な会計方針および見積りには、以下のようなも

のがあります。なお、文中の将来に関する事項は、決算発表日(平成20年４月25日)現在において

入手可能な情報に基づき、当社グループが判断したものです。 

 
（１）有価証券の評価損 

当社グループは金融機関や取引先の株式を保有しております。これらの株式の評価、時価が

著しく下落した場合の回復可能性については、当社グループで定める「金融商品取扱規程」に

より合理的に判断しておりますが、価格変動リスクを負っているため、将来、損失が発生する

可能性があります。 

 

（２）固定資産の減損損失 

当社グループは多くの固定資産を保有しております。これらの価値は個別物件の将来キャッ

シュ・フロー、割引率、正味売却価額など多くの前提条件に基づいて算出しているため、当初

見込んだ収益が得られなかった場合、または算出の前提条件に変更があった場合には、損失が

発生する可能性があります。 

 

（３）退職給付債務および費用 

当社グループの退職給付債務および費用は、年金資産の期待運用収益率や割引率等数理計算

上で設定される前提条件に基づいて算出しているため、実際の結果が前提条件と異なる場合、

または算出の前提条件に変更があった場合には、損失が発生する可能性があります。 
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  当社の企業集団は、当社、子会社42社及び関連会社９社で構成されており、その営んでいる主要な事業内容は、

次のとおりです。なお、各区分は事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一となっております。

(１)運　輸　部　門

事 業 の 内 容

鉄 道 事 業 当社

バ ス 事 業 京王電鉄バスグループ 京王電鉄バス㈱、京王バス東㈱、京王バス中央㈱、

京王バス南㈱、京王バス小金井㈱

西東京バス㈱、多摩バス㈱

タ ク シ ー 業 京王自動車㈱

貨 物 の 輸 送 ・ 引 越 し 業 京王運輸㈱

(２)流　通　部　門

事 業 の 内 容

百 貨 店 業 ㈱京王百貨店

ス ト ア 業 ㈱京王ストア

書 籍 販 売 業 京王書籍販売㈱

駅 売 店 業 京王リテールサービス㈱

ショッピングセンター事業 当社

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業 ㈱京王パスポートクラブ

DIY 関 連 商 品 の 販 売 業 ㈱京王アートマン

パン、菓子の製造・販売業 京王食品㈱

生 花 販 売 業 京王グリーンサービス㈱

(３)不　動　産　部　門

事 業 の 内 容

不 動 産 賃 貸 業 当社、京王不動産㈱、京王地下駐車場㈱

不 動 産 販 売 業 当社、京王不動産㈱

(４)レジャー・サービス部門

事 業 の 内 容

ホ テ ル 業 ㈱京王プラザホテル、㈱京王プラザホテル札幌、㈱京王プレッソイン

旅 行 業 京王観光㈱

広 告 代 理 業 ㈱京王エージェンシー

ス ポ ー ツ 業 京王レクリエーション㈱

飲 食 業 ㈱レストラン京王

(５)そ　の　他　部　門

事 業 の 内 容

ビ ル 総 合 管 理 業 ㈱京王設備サービス

車 両 整 備 業 京王重機整備㈱、東京特殊車体㈱

建 築 ・ 土 木 業 京王建設㈱

情 報 通 信 業 当社、㈱京王ＩＴソリューションズ

経 理 代 行 ・ 金 融 業 ㈱京王アカウンティング

人 事 業 務 代 行 業 ㈱京王ビジネスサポート

情 報 処 理 代 行 業 ㈱京王ＩＴソリューションズ

社 会 教 育 事 業 京王ユース・プラザ㈱

清 掃 業 ㈱京王シンシアスタッフ

子 育 て 支 援 事 業 ㈱京王子育てサポート

(注)  １.  主要な会社として当社及び連結子会社36社を記載しております。

      ２.  当社は運輸、流通、不動産及びその他部門に重複して含まれております。

主       要       な       会       社       名

主       要       な       会       社       名

企 業 集 団 の 状 況

主       要       な       会       社       名

主       要       な       会       社       名

主       要       な       会       社       名
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以上の企業集団の状況について、事業系統図を示すと次のとおりです。 

 

お 客 様  及 び  取 引 先  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不 動 産 部 門 

・ 京 王 不 動 産 ㈱

・ 京 王地下駐車場㈱

運  輸  部  門 

・ 京 王 電 鉄 バ ス ㈱

・ 京 王 バ ス 東 ㈱

・ 京 王 バ ス 中 央 ㈱

・ 京 王 バ ス 南 ㈱

・ 京 王 バ ス 小 金 井 ㈱

・ 西 東 京 バ ス ㈱

・ 多 摩 バ ス ㈱

・ 京 王 自 動 車 ㈱

・ 京 王 運 輸 ㈱

流 通 部 門 

・ ㈱ 京 王 百 貨 店

・ ㈱ 京 王 ス ト ア

・ 京 王 書 籍 販 売 ㈱

・ 京王リテールサービス㈱

・ ㈱京王パスポートクラブ

・ ㈱ 京 王 ア ー ト マ ン

・ 京 王 食 品 ㈱

・ 京王グリーンサービス㈱

・

・

・ 

・

・

・

・

店舗建物の賃貸等 工事の発注、 

業務の委託等 

そ の 他 部 門 

・ ㈱ 京 王 設 備 サ ー ビ ス

・ 京 王 重 機 整 備 ㈱

・ 東 京 特 殊 車 体 ㈱

・ 京 王 建 設 ㈱

・ ㈱京王ＩＴソリューションズ

・ ㈱京王アカウンティング

・ ㈱京王ビジネスサポート

・ 

・

・

京王ユース・プラザ㈱

 ㈱京王シンシアスタッフ

 ㈱ 京 王 子 育 て サ ポ ー ト

 京 王 電 鉄（株） 

（ 運 輸 部 門 ） 

（ 流 通 部 門 ） 

（ 不 動 産 部 門 ） 

（ そ の 他 部 門 ） 
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賃貸物件の管理委託等
旅客輸送の連携等 
ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ 部 門 

 ㈱京王プラザホテル

 ㈱京王プラザホテル札幌

㈱京王プレッソイン

 京 王 観 光 ㈱

 ㈱京 王 エージェンシー

 京王レクリエーション㈱

 ㈱ レ ス ト ラ ン 京 王

事業所建物の賃貸等 
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経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

当社を中核とする京王グループは、運輸、流通、不動産、レジャー・サービス等幅広い事業を通じ

て、お客様のより良い暮らしを創造していくことにより、地域の発展と幸せな暮らしの実現に貢献す

ることを基本方針としております。平成 15 年１月に「京王グループ理念」と、この理念を具現化す

るための「グループ経営ビジョン」を制定し、グループ競争力の強化に取り組むとともに、法令、倫

理を遵守した健全な企業活動の展開や、財務体質の強化を推進することで、企業価値・株主の皆様の

共同の利益の向上に努めております。 

また、多くのお客様の人命を預かる鉄道事業者である当社は、「輸送の安全性」の確保という、極

めて重要な公共的使命を担っております。当社はこの使命を果たし続けていくことで、お客様に「安

心」を提供し、当社グループ全体の信頼性を向上させてきたと自負しており、このことは当社の企業

価値の源泉の根幹をなすものと考えております。当社は、今後もその使命を果たすため、より一層「経

営の安定性」を高め、鉄道事業における安全対策をはじめ、「事業の継続性」を確保するための中長

期的な視点に立った設備投資を積極的に行う等、「信頼のトップブランド」を確立してまいります。 

 

 

２．中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社グループでは、「京王グループ理念」を具現化するための「グループ経営ビジョン」に基づき、

当社グループの競争力の強化に取り組むとともに、財務の健全性向上に努め、また法令・倫理を遵守

し、地域社会貢献活動を行うなど、企業価値・株主の皆様の共同の利益・沿線価値の向上に努めてお

ります。今後も「京王グループ理念」の具現化を目指し、当社が長年培ってきた有形・無形の経営資

源を維持・活用し、以下のような具体的な施策に取り組んでまいります。 

第一に、社会に不可欠なインフラを提供する公益交通事業者としての社会的責任を果たすことを通

じて、お客様、お取引先その他のステークホルダーからの信頼を維持・向上させてまいります。当社

グループは、日頃から安全確保を最重要課題としており、鉄道事業では安全性をさらに高めるため、

自動列車制御装置（ＡＴＣ）の導入による信号システムの抜本的改良工事、地下駅火災対策や構造物

の耐震性向上等に向けた安全対策工事のほか、東京都や調布市と協力しながら調布駅付近連続立体交

差事業を進めております。さらに、京王線笹塚駅以西の鉄道立体化によるボトルネック踏切の解消に

向けて、東京都など関係機関との連携により事業の認可・着手に向けた調査設計を着実に進めてまい

ります。また、駅や鉄道・バス車両のバリアフリー化等にも積極的に取り組んでおります。このよう

に安全確保に向けた投資が重なることで、収支への短期的な影響はありますが、中長期的な視点で公

益交通事業者としての社会的責任を果たしていくことが「輸送の安全性」「経営の安定性」「事業の継

続性」を確保し、ひいては「信頼のトップブランド」の確立につながり、当社グループの企業価値を

一層向上させると考えております。 

第二に、当社沿線が将来にわたって活力を維持できるよう、「住んでもらえる、選んでもらえる沿

線づくり」に向けた施策を継続し、沿線価値の一層の向上に取り組んでまいります。沿線の拠点であ

る新宿、吉祥寺等の将来構想や聖蹟桜ヶ丘地区の街全体の活性化に関する検討を進めるほか、バリア

フリー化にともなう駅改良工事による商業スペースの創出や自由通路の設置等により駅施設の利便

性を向上させてまいります。また、「Ｈｉ－ＲＯＯＭＳ」等の優良な住居系賃貸物件の拡充に努める

ほか、シニアレジデンス事業や子育て支援事業、「有限責任中間法人 移住・住みかえ支援機構（Ｊ
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ＴＩ）」を活用した住みかえ事業を推進することで、当社沿線に様々な世代の流入をはかり、定住化

を促進してまいります。さらに、生活利便性向上を目指した「生活サポートサービス」のサービスメ

ニューの拡充・エリアの拡大、沿線コミュニティサイト「街はぴ」の充実、「京王グループ共通ポイ

ント」の利便性向上や「ＰＡＳＭＯ電子マネー」の展開など、きめ細やかなサービス提供に取り組ん

でまいります。沿線の行政機関、周辺住民、大学等との協力・連携を強化し、沿線価値の一層の向上

や地域活性化に多角的に取り組み、沿線の魅力を高め、ひいては鉄道旅客輸送人員や当社グループの

お客様を維持・拡大することを目指しております。 

第三に、食品スーパーや駅周辺事業などの生活関連事業および宿泊特化型ホテル事業などの強化・

拡大を通じ、グループ事業競争力の向上を推進してまいります。これまで培ったノウハウをもとに、

沿線内だけでなく、沿線外も視野に事業展開をはかるほか、既存事業の延長線上にあり、お客様のニ

ーズが見込まれる分野につきましても、事業化に向けた取り組みを行っていくことで当社グループの

成長を推進してまいります。 

第四に、以上の施策の実現に向け、今後も従業員を中長期的な視点で育成してまいります。「輸送

の安全性」「経営の安定性」「事業の継続性」を実現する実際の担い手は、当社グループの従業員であ

り、これらの従業員が知識、経験、ノウハウを共有し、将来の当社グループの成長を推進していくこ

とが重要であると考えております。 

第五に、コーポレート・ガバナンスの一層の充実や地球環境への配慮など社会的責任を果たし、当

社グループに対する信頼を高めてまいります。コーポレート・ガバナンスにつきましては、迅速な意

思決定や経営の透明性向上をはかるため、特別取締役による決議の実施や指名・報酬委員会の設置な

ど経営体制の整備を進めております。また、全社的に内部統制を統括する内部統制委員会を設置する

など、内部統制整備を一体的に進めるとともに、財務報告に係る内部統制につきましても、信頼性を

確保するための評価体制を整備してまいります。環境保全につきましては、当社グループの環境基本

方針に基づき、省エネルギー化や廃棄物削減、資源リサイクル等にグループ全体で取り組んでおり、

環境に配慮した事業活動を進めてまいります。 

今後も「信頼のトップブランド」の確立を目指し、これらの取り組みをより一層充実させてまいり

ます。 
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連 結 財 務 諸 表 

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別   
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

増   減

  科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

    (   資   産   の   部   ) % %

Ⅰ 106,687 16.5 118,358 17.9 11,670

29,546 49,199 19,652

34,251 31,990 △ 2,260

14,533 9,385 △ 5,147

1 15 14

22,130 20,885 △ 1,244

3,693 3,752 59

2,812 3,311 498

△ 281 △ 181 99

Ⅱ 541,473 83.5 541,803 82.1 329

430,482 66.4 464,024 70.3 33,542

238,935 236,901 △ 2,034

35,513 38,187 2,673

116,844 133,369 16,525

28,822 44,623 15,800

10,365 10,943 577

4,602 0.7 5,457 0.8 854

106,388 16.4 72,320 11.0 △ 34,067

85,449 53,771 △ 31,677

572 568 △ 4

7,444 7,972 528

13,076 10,335 △ 2,741

△ 154 △ 326 △ 172

648,161 660,161 12,000

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計 100.0 100.0

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

- 20 -
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(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別   
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

増   減

  科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

    (   負   債   の   部   ) % %

Ⅰ 172,156 26.5 179,443 27.2 7,287

23,559 20,517 △ 3,042

52,720 52,097 △ 622

10,000 10,000      ―

8,090 11,110 3,020

16,165 21,818 5,652

2,572 2,423 △ 149

95 95      ―

268 1,515 1,246

58,685 59,866 1,181

Ⅱ 227,029 35.0 236,532 35.8 9,503

55,932 76,512 20,579

98,836 104,027 5,191

5,094 1,647 △ 3,447

15,031 384 △ 14,646

24,788 24,843 55

27,344 29,116 1,771

Ⅲ 2,346 0.4      ―    － △ 2,346

2,346      ― △ 2,346

401,531 61.9 415,976 63.0 14,444

    (  純　資　産　の　部   ) % %

Ⅰ 212,125 32.8 226,482 34.3 14,357

資 本 金 59,023 9.1 59,023 8.9      ―

資 本 剰 余 金 42,022 6.5 42,025 6.4 3

利 益 剰 余 金 126,389 19.5 140,812 21.3 14,423

自 己 株 式 △ 15,310 △ 2.3 △ 15,380 △ 2.3 △ 69

Ⅱ 34,504 5.3 17,703 2.7 △ 16,801

その他有価証券評価差額金 34,504 5.3 17,703 2.7 △ 16,801

246,629 38.1 244,185 37.0 △ 2,443

648,161 660,161 12,000100.0100.0

株 主 資 本

負 債 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

流 動 負 債

そ の 他

そ の 他 の 引 当 金

未 払 法 人 税 等

前 受 金

１ 年 以 内 償 還 社 債

役 員 賞 与 引 当 金

固 定 負 債

短 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

負 債 合 計

特 定 都 市 鉄 道 整 備 準 備 金

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

- 21 -
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（２）連結損益計算書

(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別   増   減

科     目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 増減率

% % %

Ⅰ 430,197 429,190 △ 1,007 △ 0.2

Ⅱ 387,899 90.2 387,248 90.2 △ 650 △ 0.2

340,239 339,426 △ 813 △ 0.2

47,659 47,822 163 0.3

42,298 9.8 41,941 9.8 △ 357 △ 0.8

Ⅲ 2,291 0.6 2,464 0.6 173 7.6

154 212 58

865 916 51

95 95 0

1,177 1,240 63

Ⅳ 7,794 1.8 5,533 1.3 △ 2,260 △ 29.0

5,397 4,896 △ 501

2,396 636 △ 1,759

36,795 8.6 38,872 9.1 2,076 5.6

Ⅴ 4,997 1.1 4,943 1.1 △ 53 △ 1.1

2,346 2,346      ―

2,223 1,208 △ 1,014

135 453 317

     ― 371 371

     ― 367 367

292 196 △ 96

Ⅵ 5,090 1.2 12,576 2.9 7,486 147.1

1,037 4,226 3,188

     ― 3,113 3,113

2,198 1,629 △ 569

1,228 1,245 16

     ― 1,068 1,068

     ― 355 355

134 58 △ 76

123      ― △ 123

368 880 512

36,702 8.5 31,239 7.3 △ 5,463 △ 14.9

13,668 3.2 16,814 3.9 3,146 23.0

1,494 0.3 △ 3,704 △ 0.8 △ 5,198     －

21,539 5.0 18,129 4.2 △ 3,410 △ 15.8

年 金 資 産 返 還 時
数 理 差 異 償 却 額

工 事 負 担 金 等 受 入 額

雑 収 入

雑 支 出

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

特 別 利 益

経 常 利 益

特 定 都 市 鉄 道 整 備
準 備 金 取 崩 額

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

特 別 退 職 金

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 の 損 失

特 別 損 失

そ の 他 の 利 益

固 定 資 産 圧 縮 損

減 損 損 失

固 定 資 産 売 却 損

商品券等回収損失引当金
繰 入 額

退 店 補 償 金

投 資 有 価 証 券 評 価 損

　　 前連結会計年度
 (自 平成18年４月１日
  至 平成19年３月31日)

　　 当連結会計年度
 (自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

100.0100.0営 業 収 益

営 業 利 益

運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

持分法による投資利益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 費

受 取 配 当 金

- 22 -
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日） (単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

59,023 42,017 108,651 △ 15,204 194,488 43,155 237,644

(注)1 △ 3,706 △ 3,706 △ 3,706

(注)2 △ 95 △ 95 △ 95

21,539 21,539 21,539

△ 117 △ 117 △ 117

4 10 15 15

△ 8,651 △ 8,651

― 4 17,737 △ 106 17,636 △ 8,651 8,985

59,023 42,022 126,389 △ 15,310 212,125 34,504 246,629

(注)2．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日） (単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

59,023 42,022 126,389 △ 15,310 212,125 34,504 246,629

△ 3,705 △ 3,705 △ 3,705

18,129 18,129 18,129

△ 91 △ 91 △ 91

3 22 25 25

△ 16,801 △ 16,801

― 3 14,423 △ 69 14,357 △ 16,801 △ 2,443

59,023 42,025 140,812 △ 15,380 226,482 17,703 244,185

(注)1．剰余金の配当の内1,853百万円については、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

純資産合計

評価・換算
差  額  等

そ の 他
有価証券
評価差額金

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 処 分

剰 余 金 の 配 当

自 己 株 式 の 取 得

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

平成18年３月31日残高

取 締 役 賞 与

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

平成19年３月31日残高

連結会計年度中の変動額合計

株主資本

株主資本
合    計

資本剰余金 利益剰余金 自己株式資本金

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

平成20年３月31日残高

連結会計年度中の変動額合計

株主資本

株主資本
合    計

資本剰余金 利益剰余金 自己株式資本金

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

平成19年３月31日残高

純資産合計

評価・換算
差  額  等

そ の 他
有価証券
評価差額金

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 処 分

剰 余 金 の 配 当

自 己 株 式 の 取 得
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別     

    科     目 金    額 金    額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 36,702 31,239

減 価 償 却 費 29,091 31,084

減 損 損 失 1,037 4,226

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ 481 55

前 払 年 金 費 用 の 増 減 額 △ 3,428 2,146

特 定 都 市 鉄 道 整 備 準 備 金 の 増 減 額 △ 2,346 △ 2,346

販 売 土 地 評 価 損 40 16

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19 1,068

固 定 資 産 除 却 損 2,114 2,482

固 定 資 産 圧 縮 損 2,198 1,629

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 1,019 △ 1,128

支 払 利 息 5,397 4,896

社 債 償 還 損 1,623      ―

投 資 有 価 証 券 売 却 益      ― △ 371

工 事 負 担 金 受 入 額 及 び 補 助 金 △ 2,223 △ 1,208

退 店 補 償 金      ― 3,113

営 業 債 権 の 増 減 額 △ 6,619 2,238

た な 卸 資 産 の 増 減 額 3,622 888

営 業 債 務 の 増 減 額 1,904 △ 4,422

そ の 他 1,408 46

小  　　　　  計 69,044 75,653

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,022 1,133

利 息 の 支 払 額 △ 5,098 △ 4,226

退 店 補 償 金 の 支 払 額      ― △ 2,000

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 15,882 △ 13,679

49,086 56,881

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 49,815 △ 67,274

工 事 負 担 金 及 び 補 助 金 の 受 入 れ 6,399 7,119

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 711 △ 703

投資有価証券の売却及び償還による収入 87 3,434

そ の 他 △ 2,070 △ 2,003

△ 46,110 △ 59,428

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 859 △ 810

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 19,950 17,500

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 18,313 △ 12,121

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 25,352 29,844

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 21,623 △ 10,000

長 期 未 払 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 680 △ 3,447

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 117 △ 91

配 当 金 の 支 払 額 △ 3,706 △ 3,705

そ の 他 12 25

1,733 17,194

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 4 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 4,713 14,650

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 38,802 43,516

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 43,516 58,167

　　前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

　　当連結会計年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

  営業活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

  財務活動によるキャッシュ・フロー
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項

　子会社42社のうち36社を連結の範囲に含めております。

　連結子会社名は、企業集団の状況に記載しております。

　平成19年４月１日付で(旧)京王グリーンサービス㈱は京王レクリエーション㈱に吸収合併されました。ま

た、京王グリーンシステム㈱は同日付で(新)京王グリーンサービス㈱に商号を変更いたしました。

　平成19年４月１日付で㈱京王ネットワークコミュニケーションズは京王情報システム㈱を吸収合併し、同

日付で㈱京王ＩＴソリューションズに商号を変更いたしました。

　当連結会計年度に新規設立の㈱京王子育てサポートを連結の範囲に含めております。

　また、主要な非連結子会社は、㈱エリート、㈱京王商事であります。

　非連結子会社６社の合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておらず、今後もこの状況が続くものと考えられ

るため、連結の範囲から除外しました。

2. 持分法の適用に関する事項

  持分法を適用している会社は非連結子会社６社で、㈱エリート、㈱京王商事、㈱京王友の会、㈱京王コス

チューム、㈱新東京エリート、御岳登山鉄道㈱であります。

　関連会社９社（関東バス㈱、高尾登山電鉄㈱等）のうち現在実質的な事業を行っていない会社１社を除く

持分法非適用関連会社８社の合計の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

それぞれ重要な影響を及ぼしておらず、持分法を適用しておりません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結決算日と同一であります。

4. 会計処理基準に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券  時価のあるもの  連結決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定しております。

時価のないもの  主として移動平均法による原価法

② たな卸資産

商品             主として売価還元低価法

販売土地建物     個別法による低価法

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

主として定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 ３～20年

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用してお

ります。

(会計方針の変更）

　当連結会計年度より、法人税法改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した減価償却資産について

は、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。これにより営業利益、経常利益及び税金等調
整前当期純利益はそれぞれ663百万円減少しております。

② 無形固定資産

定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として３年）に基づく定

額法を採用しております。

(3)　繰延資産の処理方法

  社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
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(4)　重要な引当金の計上基準

① 賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

　役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

③ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として14年）に

よる定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として５年）を償却期間として、当社は定率法、その他の連結子会社は定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(追加情報)

　当社では、当連結会計年度において、税制適格退職年金制度における年金資産が留保すべき金額

を上回る状況となったため、超過分6,441百万円を剰余金として返還を受けております。 これに伴

い、返還時点における税制適格退職年金制度にかかる数理計算上の差異のうち、当該返還額に対応

する金額（367百万円）を特別利益に計上しております。

(5)　工事負担金等の会計処理

　鉄道事業において、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。

これらの工事負担金等については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取

得価額から直接減額しております。

　なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資

産の取得価額から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

(6)　特別法上の準備金

　当社は特定都市鉄道整備準備金を、特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により計上し

ております。

　特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備事業計画の期間が平成10年３月期に終了したため、

特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により、平成11年３月期から10年間で均等額を取り

崩しております。

(7)　重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(8)　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

6．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 458,306 480,780

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

2. 非連結子会社及び関連会社の株式等

1,710 1,802

3. 担保に供している資産及び担保付債務

(1) 財    団

担保に供している資産

195,337 202,913

1,210 1,245

196,547 204,158

上記資産を担保としている負債は次のとおりであります。

62,637 71,186

6,326 6,450

5,042 1,616

74,006 79,253

(2) その他

担保に供している資産

7,017 6,681

123 181

7,140 6,862

上記資産を担保としている負債は次のとおりであります。

4,065 3,574

491 491

4,557 4,065

4. 偶発債務

(1)下記の債務保証を行っております。(金融機関等からの借入金に対する債務保証であります。）

1,695 1,498

2 11

1,697 1,509

(2)社債の債務履行引受契約（デット・アサンプション）に係る偶発債務は次のとおりであります。

20,000 20,000

(連結損益計算書関係)

(自 平成18年４月１日 　     (自 平成19年４月１日 　

1. 販売費及び一般管理費の主要な項目及び金額 (百万円) (百万円)

21,983 21,855

11,297 11,545

3,572 3,625

10,806 10,795

47,659 47,822

2. 営業費に含まれる主な各引当金繰入額

2,572 2,423

24 －

そ の 他

計

計

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

当連結会計年度

 至 平成20年３月31日)

社 員 住 宅 融 資

そ の 他

計

第 18 回 無 担 保 社 債

役員退職慰労金引当金繰入額

前連結会計年度

経 費

諸 税

減 価 償 却 費

 至 平成19年３月31日)

人 件 費

計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券 ( 株 式 )

賞 与 引 当 金 繰 入 額

有 形 固 定 資 産

計

計

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

短 期 借 入 金

当連結会計年度

(百万円) (百万円)

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

前連結会計年度
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(自 平成18年４月１日 　      (自 平成19年４月１日

(百万円)

135

80

－

52

3

132

100

0

28

3

1

134

1,211

925

61

223

17

1,228

　当社グループは、管理会計上の事業毎又は物件・店舗 　当社グループは、管理会計上の事業毎又は物件・店舗
毎に資産のグループ化を行っております。 毎に資産のグループ化を行っております。
　当連結会計年度において、当社グループは以下の16件 　当連結会計年度において、当社グループは以下の38件
（資産グループ）について減損損失を計上しました。 （資産グループ）について減損損失を計上しました。

主な用途
賃貸資産等
（計２件）
主に商業施設
（計35件）
遊休土地 土地 山梨県南都留郡
（１件）

 （減損損失を認識するに至った経緯）  （減損損失を認識するに至った経緯）
　光ファイバー施設及び商業施設については、当初想定 　賃貸資産等については、解体を決定したため減損損失
していた収益が見込めなくなったため減損損失を認識し を認識しました。商業施設については、当初想定してい
ました。賃貸資産等及び遊休土地については、地価の下 た収益が見込めなくなったため減損損失を認識しました。
落により減損損失を認識しました。負担金・協力金につ 遊休土地については、地価の下落により減損損失を認識
いては、回収可能価額を勘案した結果減損損失を認識し しました。
ました。

 （減損損失の金額）  （減損損失の金額）
　　　有形固定資産 532 百万円 　　　有形固定資産 4,206 百万円
　　　　　土地 196 　　　　　土地 0
　　　　　建物及び構築物 217 　　　　　建物及び構築物 4,103
　　　　　機械装置及び運搬具 4 　　　　　機械装置及び運搬具 34
　　　　　その他 114 　　　　　その他 68
　　　無形固定資産 4 　　　無形固定資産 1
　　　投資その他の資産 490       投資その他の資産 0
　　　リース資産 10 　　　リース資産 17
　　　　　計 1,037 　　　　　計 4,226
　　　　　
 （回収可能価額の算定方法）  （回収可能価額の算定方法）
　回収可能価額を正味売却価額により測定している場合 　回収可能価額を正味売却価額により測定している場合
には、不動産鑑定評価等に基づき算出しております。ま には、不動産鑑定評価等に基づき算出しております。ま
た、使用価値により測定している場合には、将来キャッ た、使用価値により測定している場合には、将来キャッ
シュ・フローを５％で割り引いて算出しております。 シュ・フローを５％で割り引いて算出しております。

無 形 固 定 資 産 －

計 58

そ の 他 9

土 地 19

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 25

建 物 及 び 構 築 物 3

有 形 固 定 資 産 58

3. 特別利益の固定資産売却益の内訳

4. 特別損失の固定資産売却損の内訳

0

場所

構築物等
東京都武蔵野市　他

主な用途 種類 場所 種類

主に商業施設 建物及び 東京都世田谷区　他
（計12件） 構築物等 構築物等

東京都新宿区　他建物及び

光ファイバー施設 建物及び 京王線沿線 建物及び
構築物等

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 物 及 び 構 築 物

有 形 固 定 資 産

そ の 他

6. 減損損失

                 (自 平成18年４月１日　　                    (自 平成19年４月１日

 至 平成19年３月31日)

当連結会計年度

 至 平成20年３月31日)

前連結会計年度

453

322

                  至 平成19年３月31日)                   至 平成20年３月31日)

(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

105

24

負担金・協力金 投資その他 －
の資産

賃貸資産等 土地、 東京都府中市

構築物等
（１件） 建物及び

遊休土地 土地 山梨県南都留郡
（１件）

5. 特別損失の固定資産除却損の内訳

有 形 固 定 資 産 1,207

建 物 及 び 構 築 物 941

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 88

計 1,245

そ の 他 176

無 形 固 定 資 産 37
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　商品券等回収損失引当金繰入額は、「租税特別措置法
上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員
退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号　平成19年
４月13日）が公表され、負債計上を中止した項目に係る
引当金の取扱いが整理されたことを受け、一部の連結子
会社について、当連結会計年度期首時点における商品券
等が負債計上中止後に回収された場合に発生する損失見
込額を計上したものであります。

――――――――

                  至 平成19年３月31日)                   至 平成20年３月31日)

7. 商品券等回収損失引当金繰入額

当連結会計年度前連結会計年度
                 (自 平成18年４月１日　　                    (自 平成19年４月１日
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

1.発行済株式に関する事項

2.自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　149,633株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　 15,699株

　　　持分法適用会社が保有する株式の売却による減少　　 6,888株

3.配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

1.発行済株式に関する事項

2.自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　121,949株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　 36,825株

3.配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成20年３月31日平成20年６月30日
定時株主総会

（百万円） 配当額（円）

平成20年６月27日
普通株式 利益剰余金 1,852 3.00

平成19年９月30日平成19年11月29日
取締役会

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 1株当たり

基準日 効力発生日

平成19年10月25日
普通株式 1,852 3.00

平成19年６月28日
普通株式 1,852 3.00

定時株主総会

効力発生日
（百万円） （円）

普通株式（株）

決議 株式の種類
配当金の総額 1株当たり配当額

25,118,036 121,949 36,825

株式数 増加株式数 減少株式数

― ― 642,754,152

株式数
当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度末
株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

株式の種類

普通株式（株）

株式の種類

前連結会計年度末

642,754,152

前連結会計年度末

株式の種類

株式の種類

普通株式（株）

普通株式（株）

24,990,990

株式数 減少株式数

22,587

前連結会計年度末
増加株式数
当連結会計年度

株式数

平成19年３月31日平成19年６月29日

株式数
当連結会計年度 当連結会計年度末
減少株式数

株式数
当連結会計年度末

25,203,160

基準日

25,118,036

642,754,152 ― ― 642,754,152

当連結会計年度
増加株式数
当連結会計年度

149,633

前連結会計年度末

決議 株式の種類
配当金の総額 1株当たり配当額

基準日 効力発生日
（百万円） （円）

平成18年６月29日
普通株式 1,853 3.00 平成18年３月31日平成18年６月30日

定時株主総会

平成18年10月25日
普通株式 1,853 3.00 平成18年９月30日平成18年11月29日

取締役会

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 1株当たり

基準日 効力発生日
（百万円） 配当額（円）

3.00 平成19年３月31日平成19年６月29日
定時株主総会

平成19年６月28日
普通株式 利益剰余金 1,852
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

① セグメント情報 

1. 事業の種類別セグメント情報

償 還 期 間 が ３ ヶ 月 を 超 え る 債 券 等

現 金 及 び 現 金 同 等 物

前連結会計年度

　 (自 平成18年４月１日

 　 至 平成19年３月31日)

 (百万円）  

短期貸付金勘定に含まれる売戻し条件付現先

有 価 証 券 勘 定

現 金 及 び 預 金 勘 定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

58,167

29,546

1

13,999

30

1

43,516

49,199

15

8,999

31

15

 (百万円）  

当連結会計年度

   (自 平成19年４月１日

    至 平成20年３月31日)

△△

△ △

前連結会計年度(自　平成18年４月１日   至　平成19年３月31日) (単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

営 業 収 益

127,086 185,712 25,235 68,095 24,068 430,197 ― 430,197

130,097 188,240 27,201 73,718 57,933 477,191 ( 46,994 ) 430,197

営 業 費 用 110,336 182,232 17,510 69,123 54,676 433,879 ( 45,980 ) 387,899

営 業 利 益 19,760 6,007 9,690 4,595 3,257 43,312 ( 1,013 ) 42,298

資 産 283,292 83,820 105,169 90,520 84,889 647,692 468 648,161

減 価 償 却 費 17,154 3,750 4,102 3,719 381 29,108 ( 16 ) 29,091

減 損 損 失 225 379 245 8 178 1,037 ― 1,037

資 本 的 支 出 33,662 5,759 6,213 1,898 1,342 48,877 ( 848 ) 48,028

又は全社

消  去
連  結運輸業 流通業 不動産業

ﾚｼﾞｬｰ･

ｻｰﾋﾞｽ業
その他 計

(1)外部顧客に対する営業収益

及 び 資 本 的 支 出

資産、減価償却費、減損損失

3,011
(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 営 業

収 益 又 は 振 替 高

計

2,528 1,965 5,622  ―( )46,99433,865 46,994

Ⅰ

Ⅱ

営 業 収 益 及 び 営 業 利 益
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日   至　平成20年３月31日) (単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

営 業 収 益

129,334 187,438 21,662 68,415 22,339 429,190 ― 429,190

132,453 190,141 23,745 73,835 55,451 475,627 ( 46,437 ) 429,190

営 業 費 用 112,940 183,096 14,731 69,184 52,760 432,713 ( 45,464 ) 387,248

営 業 利 益 19,513 7,044 9,013 4,650 2,691 42,913 ( 972 ) 41,941

資 産 320,682 83,592 102,242 92,698 77,297 676,513 ( 16,351 ) 660,161

減 価 償 却 費 18,272 3,798 4,293 3,682 1,114 31,161 ( 77 ) 31,084

減 損 損 失 18 101 3,958 147 0 4,226 ― 4,226

資 本 的 支 出 50,020 3,402 7,133 4,969 1,031 66,556 ( 821 ) 65,735

① 事業区分の方法

② 全社資産の主な内容

前連結会計年度 101,569 百万円 当連結会計年度 102,012 百万円

③ 会計方針の変更

重要な減価償却資産の減価償却の方法
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償
却の方法　①有形固定資産」に記載のとおり、当連結会計年度より、法人税法改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得し
た減価償却資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより従来の方法によった
場合と比較して、当連結会計年度の営業費は運輸業が464百万円、流通業が48百万円、不動産業が88百万円、レジャー・サ
ービス業が47百万円、その他の事業が13百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

2. 所在地別セグメント情報

3. 海外売上高
  前連結会計年度、当連結会計年度については、海外売上高が10％未満のため、記載を省略しております。

  資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、当社の運用資金(現金・預金)、長期投資資金(投資有価
証券)等であり、金額は下記のとおりであります。

  前連結会計年度、当連結会計年度については、本国以外の国、又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた
め、該当事項はありません。

  日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。な
お、各区分に属する主要な事業の内容は、「企業集団の状況」に開示しております。

連  結
又は全社

ﾚｼﾞｬｰ･

ｻｰﾋﾞｽ業
その他 計

消  去

 ―46,437(33,112 46,437 )5,420

(注)

運輸業 流通業 不動産業

3,118 2,703 2,082

及 び 資 本 的 支 出

Ⅰ

Ⅱ

(1)外部顧客に対する営業収益

(2) セ グ メ ン ト 間 の 内 部 営 業

収 益 又 は 振 替 高

計

資産、減価償却費、減損損失

営 業 収 益 及 び 営 業 利 益
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②　有価証券

1．その他有価証券で時価のあるもの (単位:百万円，百万円未満切捨て表示）

(1)株    式 18,822 77,421 58,598 18,657 48,755 30,097

(2)債    券

国債・地方債等 － － － 180 186 5

社         債 3,000 3,016 16 － － －

(3)そ の 他 69 102 32 29 35 5

21,892 80,539 58,647 18,868 48,976 30,107

(1)株    式 2,337 1,904 △ 433 2,054 1,828 △ 225

(2)債    券

国債・地方債等 115 114 △ 1 15 15 △ 0

社         債 － － － － － －

(3)そ の 他 － － － － － －

2,453 2,018 △ 434 2,069 1,843 △ 225

24,345 82,558 58,213 20,938 50,820 29,881

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、

　　投資有価証券評価損1,068百万円を計上しております。

2. 前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 (単位:百万円，百万円未満切捨て表示）

3．時価評価されていない有価証券 (単位:百万円，百万円未満切捨て表示）

 その他有価証券

非上場株式

そ  の  他

4．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 (単位:百万円，百万円未満切捨て表示）

－ 100 15 30 150

－ 3,000 － － －

－ 3,100 15 30 150

6

小    計

(自　平成19年４月１日   至　平成20年３月31日)(自　平成18年４月１日   至　平成19年３月31日)

371 0－

売却額 売却益の合計額

(平成20年３月31日)(平成19年３月31日)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

前連結会計年度

0

売却損の合計額

400

前連結会計年度(平成19年３月31日）

取得原価

当連結会計年度(平成20年３月31日）

前連結会計年度 当連結会計年度

合    計

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの

種    類

小    計

差    額
連結貸借
対照表
計上額

取得原価
連結貸借
対照表
計上額

差    額

5年超10年
以内

当連結会計年度

連結貸借対照表計上額

合     計

前連結会計年度(平成19年３月31日） 当連結会計年度(平成20年３月31日）

1,164

－

1,164

1,180

1年超5年以内1年以内1年以内

債           券

合     計

1

1,181

5年超10年
以内

1年超5年以内

国債・地方債等

社         債

15

－

15
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③ １株当たり情報

399 円 31 銭 395 円 41 銭

34 円 87 銭  29 円 36 銭

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　　　　

　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎

　　３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　至 平成20年３月31日)

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

前連結会計年度
    (自 平成18年４月１日  　 (自 平成19年４月１日

１ 株 当 た り 純 資 産 額

 　  至 平成19年３月31日)

項　　　　　　　目

当連結会計年度

　   至 平成20年３月31日)

普通株式の期中平均株式数(千株）

 前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成19年４月１日

18,129

―

18,129

617,578617,704

21,539

―

21,539

当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

(自 平成18年４月１日

　至 平成19年３月31日)

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

前連結会計年度 当連結会計年度

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 246,629 244,185

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(千株）

617,636 617,550

項　　　　　　　目

純資産の部の合計額（百万円） 246,629 244,185
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④　重要な後発事象

前連結会計年度(自　平成18年４月１日   至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日   至　平成20年３月31日)

自己の株式の取得(会社法第156条第１項に基づく自己の株式の取得）

　当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成19年６月28日開催の第86期定時株主総会

決議に基づき、自己の株式を取得することを決議いたしました。

1.自己の株式の取得を行う理由

機動的な資本政策の遂行を可能にするため。

2．取得内容

(1)取得する株式の種類および数

当社普通株式600万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　0.97％）

(2)株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容およびその総額

金50億円（上限）

(3)株式の取得方法

市場からの取得（自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）および信託方式）

(4)株式の取得期間(予定)

平成20年４月28日から６月６日までの間（約定基準）

⑤　開示の省略

　リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション

等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる

ため開示を省略しております。

- 35 -



京王電鉄株式会社（9008） 平成20年3月期決算短信

個　別　財　務　諸　表 

（１）貸借対照表

(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別   増   減

  科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

    (   資   産   の   部   ) % %

Ⅰ 41,229 7.6 59,865 10.6 18,635

19,751 38,870 19,118

3,660 4,938 1,278

6,350 4,928 △ 1,421

     ― 280 280

8,377 7,380 △ 996

458 441 △ 17

142 267 125

831 818 △ 13

1,658 1,942 284

     ― △ 2 △ 2

Ⅱ 501,449 92.4 503,404 89.4 1,954

206,614 225,893 19,278

156,178 155,673 △ 505

3,751 3,632 △ 119

28,695 44,455 15,759

106,208 73,749 △ 32,458

20,116 20,176 60

81,109 50,266 △ 30,842

20 22 1

85 233 147

2,818 513 △ 2,304

2,228 2,697 469

△ 169 △ 159 10

542,679 563,269 20,590

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

100.0 100.0資 産 合 計

販 売 土 地 建 物

貯 蔵 品

そ の 他 の 流 動 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

流 動 資 産

固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

繰 延 税 金 資 産

前 払 年 金 費 用

未 収 消 費 税 等

関 係 会 社 株 式

そ の 他

付 帯 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

前 払 費 用
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(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別   
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)
増   減

  科     目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額

    (   負   債   の   部   ) % %

Ⅰ 129,596 23.9 170,888 30.3 41,291

68,329 98,295 29,965

10,000 10,000 ―

19,695 23,541 3,845

1,054 1,369 314

2      ― △ 2

5,400 7,704 2,304

6,733 3,688 △ 3,045

3,005 4,643 1,637

3,066 3,204 138

8,651 14,903 6,251

670 649 △ 20

270 252 △ 17

95 95 ―

2,621 2,539 △ 81

Ⅱ 221,595 40.8 211,757 37.6 △ 9,837

55,932 76,512 20,579

117,500 102,868 △ 14,632

15,012 360 △ 14,651

9,015 10,034 1,019

24,135 21,981 △ 2,153

Ⅲ 2,346 0.4      ―    － △ 2,346

2,346      ― △ 2,346

353,538 65.1 382,646 67.9 29,107

    (   純　資　産　の　部   ) % %

Ⅰ 155,558 28.7 163,318 29.0 7,760

59,023 10.9 59,023 10.5 ―

42,020 7.7 42,023 7.4 3

32,019 32,019 ―

10,000 10,004 3

69,825 12.9 77,651 13.8 7,825

7,876 7,876 ―

61,948 69,774 7,825

36,500 45,500 9,000

25,448 24,274 △ 1,174

△ 15,310 △ 2.8 △ 15,380 △ 2.7 △ 69

Ⅱ 33,581 6.2 17,304 3.1 △ 16,277

33,581 17,304 △ 16,277

189,140 34.9 180,623 32.1 △ 8,516

542,679 563,269 100.0 20,590

負 債 合 計

特 別 法 上 の 準 備 金

特 定 都 市 鉄 道 整 備 準 備 金

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

前 受 収 益

そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

前 受 運 賃

前 受 金

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

短 期 借 入 金

流 動 負 債

未 払 金

未 払 費 用

１ 年 以 内 償 還 社 債

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

別　　途　　積　　立　　金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

100.0

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

繰  越  利  益  剰  余  金

そ の 他 有 価 証 券 評 価差 額金

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計
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（２）損益計算書

(単位：百万円，百万円未満切捨て表示)

期     別   増   減

科     目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 増減率

% % %

Ⅰ

82,096 67.9 83,797 70.1 1,701 2.1

64,880 53.7 66,933 56.0 2,052 3.2

17,215 14.2 16,864 14.1 △ 351 △ 2.0

Ⅱ

38,835 32.1 35,665 29.9 △ 3,170 △ 8.2

25,780 21.3 22,057 18.5 △ 3,723 △ 14.4

13,055 10.8 13,608 11.4 552 4.2

30,270 25.0 30,472 25.5 201 0.7

Ⅲ 1,363 1.1 1,556 1.3 193 14.2

956 1,065 109

406 490 84

Ⅳ 7,714 6.3 5,778 4.8 △ 1,935 △ 25.1

5,598 5,322 △ 276

2,115 456 △ 1,659

23,919 19.8 26,250 22.0 2,330 9.7

Ⅴ 4,290 3.6 3,943 3.3 △ 347 △ 8.1

2,346 2,346      ―

1,871 908 △ 963

     ― 367 367

64 317 253

9 4 △ 4

Ⅵ 3,474 2.9 10,162 8.5 6,688 192.5

666 3,980 3,313

     ― 3,170 3,170

1,870 1,220 △ 649

     ― 1,000 1,000

929 771 △ 158

5 18 13

1      ― △ 1

24,736 20.5 20,031 16.8 △ 4,704 △ 19.0

9,560 7.9 11,970 10.0 2,410 25.2

505 0.5 △ 3,470 △ 2.9 △ 3,975     －

14,671 12.1 11,531 9.7 △ 3,139 △ 21.4

注：百分比は全事業営業収益(前事業年度120,931百万円、当事業年度119,463百万円)をそれぞれ100とする比率です。

　　　当事業年度
 (自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

営 業 外 収 益

支 払 利 息

営 業 利 益

鉄 道 事 業

全 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

　　　前事業年度
 (自 平成18年４月１日
  至 平成19年３月31日)

営 業 利 益

付 帯 事 業

営 業 費

特 定 都 市 鉄 道 整 備
準 備 金 取 崩 額

特 別 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 収 益

そ の 他 の 費 用

営 業 費

経 常 利 益

営 業 外 費 用

そ の 他 の 収 益

当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

退 店 補 償 金

固 定 資 産 圧 縮 損

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 受 入 額

減 損 損 失

年 金 資 産 返 還 時
数 理 差 異 償 却 額

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 損 失
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日） （単位：百万円，百万円未満切捨て表示）

59,023 32,019 9,998 42,017 7,876 28,500 22,579 58,955

(注)1 △ 3,706 △ 3,706

(注)2 △ 95 △ 95

(注)2 8,000 △ 8,000 ―

14,671 14,671

2 2

― ― 2 2 ― 8,000 2,869 10,869

59,023 32,019 10,000 42,020 7,876 36,500 25,448 69,825

△ 15,203 144,794 41,902 186,696

(注)1 △ 3,706 △ 3,706

(注)2 △ 95 △ 95

(注)2 ― ―

14,671 14,671

△ 117 △ 117 △ 117

9 12 12

△ 8,320 △ 8,320

△ 107 10,764 △ 8,320 2,443

△ 15,310 155,558 33,581 189,140平成19年３月31日残高

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

取 締 役 賞 与

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

別 途 積 立 金 の 積 立

平成18年３月31日残高

自己株式

株主資本

株  主
資  本
合  計

利益剰余金

利  益
剰余金
合  計

別  途
積立金

その他利益剰余金
利  益
準備金

繰  越
利  益
剰余金

平成18年３月31日残高

資本金

資本剰余金

資  本
剰余金
合  計

株主資本

資  本
準備金

その他
資  本
剰余金

当 期 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

事 業 年 度 中 の 変 動 額

取 締 役 賞 与

別 途 積 立 金 の 積 立

純資産
合  計

自 己 株 式 の 処 分

自 己 株 式 の 取 得

評価・換算差額等

その他有価証券
評 価 差 額 金

(注)2．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
(注)1．剰余金の配当の内1,853百万円については、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

平成19年３月31日残高

事業年度中の変動額合計

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
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　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日） （単位：百万円，百万円未満切捨て表示）

59,023 32,019 10,000 42,020 7,876 36,500 25,448 69,825

△ 3,705 △ 3,705

9,000 △ 9,000 ―

11,531 11,531

3 3

― ― 3 3 ― 9,000 △ 1,174 7,825

59,023 32,019 10,004 42,023 7,876 45,500 24,274 77,651

△ 15,310 155,558 33,581 189,140

△ 3,705 △ 3,705

― ―

11,531 11,531

△ 91 △ 91 △ 91

22 25 25

△ 16,277 △ 16,277

△ 69 7,760 △ 16,277 △ 8,516

△ 15,380 163,318 17,304 180,623

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

当 期 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

事 業 年 度 中 の 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立

平成19年３月31日残高

事業年度中の変動額合計

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

平成19年３月31日残高

純資産
合  計

自 己 株 式 の 処 分

自 己 株 式 の 取 得

評価・換算差額等

その他有価証券
評 価 差 額 金

自己株式

株主資本

株  主
資  本
合  計

平成20年３月31日残高

資本金

資本剰余金

資  本
剰余金
合  計

株主資本

資  本
準備金

その他
資  本
剰余金

利益剰余金

利  益
剰余金
合  計

別  途
積立金

その他利益剰余金
利  益
準備金

繰  越
利  益
剰余金

別 途 積 立 金 の 積 立

平成20年３月31日残高

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

  - 40 -



京王電鉄株式会社（9008） 平成20年3月期決算短信

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

 その他有価証券 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

  評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

  価は移動平均法により算定しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売土地建物 個別法による低価法

貯蔵品 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法（構築物のうち、鉄道事業固定資産の線路設備及び電路設備における取替資産については取

替法を採用しております。)

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～50年

構築物 ５～60年

車両 10～20年

  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用し

ております。
(会計方針の変更)
　当事業年度より、法人税法改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した減価償却資産については、

改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ317百万円減少しております。

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法を

採用しております。

４．繰延資産の処理方法

　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

  従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
  役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(追加情報)

　当事業年度において、税制適格退職年金制度における年金資産が留保すべき金額を上回る状況とな

ったため、超過分6,441百万円を剰余金として返還を受けております。 これに伴い、返還時点におけ

る税制適格退職年金制度にかかる数理計算上の差異のうち、当該返還額に対応する金額（367百万円）

を特別利益に計上しております。

６．工事負担金等の会計処理

　鉄道事業において、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。これ

らの工事負担金等については、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得価額から

直接減額しております。

　なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得価

額から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

７．特別法上の準備金

  特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により計上しております。

  特定都市鉄道整備準備金は、特定都市鉄道整備事業計画の期間が平成10年３月期に終了したため、特定

都市鉄道整備促進特別措置法第８条の規定により、平成11年３月期から10年間で均等額を取り崩しており

ます。

８．リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 408,727 426,591

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

2. 担保に供している資産及び担保付債務

(1) 財    団

鉄道事業固定資産（鉄道財団） 196,547 204,158

上記資産を担保としている負債は次のとおりであります。

62,637 71,186

6,326 6,450

5,042 1,616

74,006 79,253

(2) その他

付帯事業固定資産 7,017 6,681

上記資産を担保としている負債は次のとおりであります。

4,065 3,574

491 491

4,557 4,065

3. 偶発債務

(1)下記の債務保証を行っております。

（金融機関等からの借入金に対する債務保証）

1,695 1,498

1,508 1,336

（ＪＲ乗車券類の委託販売に対する保証）

　京王観光株式会社 257 247

3,461 3,082

(2)社債の債務履行引受契約（デット・アサンプション）に係る偶発債務は次のとおりであります。

20,000 20,000

(損益計算書関係)

(自 平成18年４月１日 　     (自 平成19年４月１日 　

(百万円) (百万円)

64 317

64 317

4 18

－ 18

0 －

3 －

1 －

5 18

土 地

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

計

　社員住宅融資

　京王ユース・プラザ株式会社

第 18 回 無 担 保 社 債

計

長 期 借 入 金

そ の 他 固 定 負 債

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

計

当事業年度

 至 平成20年３月31日)

当事業年度

(百万円) (百万円)

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

前事業年度

前事業年度

 至 平成19年３月31日)

有 形 固 定 資 産

土 地

1. 特別利益の固定資産売却益の内訳

2. 特別損失の固定資産売却損の内訳

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

計
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(自 平成18年４月１日 　     (自 平成19年４月１日 　

(百万円)

928

760

79

0

19

67

1

929

　当社は、管理会計上の事業毎又は物件・店舗毎に資産 　当社は、管理会計上の事業毎又は物件・店舗毎に資産
のグループ化を行っております。 のグループ化を行っております。
　当事業年度において、当社は以下の２件（資産グルー 　当事業年度において、当社は以下の３件（資産グルー
プ）について減損損失を計上しました。 プ）について減損損失を計上しました。

主な用途
賃貸資産等
（２件）
商業施設
（１件）

 （減損損失を認識するに至った経緯）  （減損損失を認識するに至った経緯）
　光ファイバー施設については、当初想定していた収益 　賃貸資産等については、解体を決定したため減損損失
が見込めなくなったため減損損失を認識しました。負担 を認識しました。商業施設については、当初想定してい
金・協力金については、回収可能価額を勘案した結果減 た収益が見込めなくなったため減損損失を認識しました。
損損失を認識しました。

 （減損損失の金額）  （減損損失の金額）
　　　有形固定資産 176 百万円 　　　有形固定資産 3,980 百万円
　　　　　建物 50 　　　　　建物 3,933
　　　　　構築物 93 　　　　　構築物 12
　　　　　機械装置 3 　　　　　機械装置 29
　　　　　工具・器具・備品 30 　　　　　工具・器具・備品 4
　　　無形固定資産 0 　　　無形固定資産 0
　　　長期前払費用 489 　　　長期前払費用 ―
　　　　　計 666 3,980

 （回収可能価額の算定方法）  （回収可能価額の算定方法）
　回収可能価額を正味売却価額により測定している場合 　回収可能価額を正味売却価額により測定している場合
には、不動産鑑定評価等に基づき算出しております。ま には、不動産鑑定評価等に基づき算出しております。ま
た、使用価値により測定している場合には、将来キャッ た、使用価値により測定している場合には、将来キャッ
シュ・フローを５％で割り引いて算出しております。 シュ・フローを５％で割り引いて算出しております。

各事業関連 東京都新宿区

場所

固定資産
東京都武蔵野市　他

主な用途 種類 場所 種類

負担金・協力金 投資その他 －
の資産 固定資産

固定資産
光ファイバー施設 付帯事業 京王線沿線 付帯事業

3. 特別損失の固定資産除却損の内訳

車 両

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

計

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産

機 械 装 置

無 形 固 定 資 産

 至 平成19年３月31日)

当事業年度

 至 平成20年３月31日)

前事業年度

63

33

771

660

4. 減損損失

(百万円)

前事業年度 当事業年度

―

771

9

3

                 (自 平成18年４月１日　　                    (自 平成19年４月１日
                  至 平成19年３月31日)                   至 平成20年３月31日)
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(株主資本等変動計算書関係)

自己株式に関する事項

前事業年度(自　平成18年４月１日   至　平成19年３月31日)

（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　149,633株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　 15,699株

当事業年度(自　平成19年４月１日   至　平成20年３月31日)

（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　121,949株

　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　 36,825株

当事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

普通株式（株） 24,984,102

株式の種類
前事業年度末
株式数

149,633 25,118,03615,699

当事業年度末
株式数

25,203,160

株式の種類
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

普通株式（株） 25,118,036 121,949 36,825
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(１株当たり情報)

 306 円 23 銭 292 円 48 銭

23 円 75 銭 18 円 67 銭

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　　　　

　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎

　　３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎

（役員の異動）
記載が可能になり次第開示いたします。

　至 平成20年３月31日)

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

前事業年度
    (自 平成18年４月１日  　 (自 平成19年４月１日

１ 株 当 た り 純 資 産 額

 　  至 平成19年３月31日)

項　　　　　　　目

当事業年度

　   至 平成20年３月31日)

普通株式の期中平均株式数(千株）

当事業年度 前事業年度

(自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日

11,531

―

11,531

617,578617,704

14,671

―

14,671

当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

　至 平成19年３月31日)

(平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

 前事業年度 当事業年度

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 189,140 180,623

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数(千株）

617,636 617,550

項　　　　　　　目

純資産の部の合計額（百万円） 189,140 180,623
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（重要な後発事象）

前事業年度(自　平成18年４月１日   至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自　平成19年４月１日   至　平成20年３月31日)

自己の株式の取得(会社法第156条第１項に基づく自己の株式の取得）

　当社は、平成20年４月25日開催の取締役会において、平成19年６月28日開催の第86期定時株主総会

決議に基づき、自己の株式を取得することを決議いたしました。

1.自己の株式の取得を行う理由

機動的な資本政策の遂行を可能にするため。

2．取得内容

(1)取得する株式の種類および数

当社普通株式600万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　0.97％）

(2)株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容およびその総額

金50億円（上限）

(3)株式の取得方法

市場からの取得（自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）および信託方式）

(4)株式の取得期間(予定)

平成20年４月28日から６月６日までの間（約定基準）
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